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国土交通省では、自動運転車両を活用することにより、人流・物流を確保し地域活性化に繋げることを

目的として、「道の駅」等を拠点とした自動運転サービスの実証実験を計画し、平成29年度は全国13箇所

で実証実験を実施した。 
本研究では、主に平成29年度の結果から、路上駐車などの走路上の障害物による手動介入やセンサ検知、

悪天候などによるセンサの機能低下など自動運転の継続が困難となった事象（計1046回）を、ドライバー

へのヒアリング、ドライブレコーダー、運行日報から取得し、それらの事象について、沿道環境や道路構

造などの関係する要因と発生した理由について特定し、それらに対する対応案を提案した。一例として、

自動運転においては、路上駐車や歩行者自転車の回避による手動介入が多く、そのためには路面標示等の

自動運転車走行空間確保方策が有効であることを提案した。 
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1. はじめに 

 

国土交通省では、自動運転車両を活用することによ

り、人流・物流を確保し地域活性化に繋げることを目的

として、「道の駅」等を拠点とした自動運転サービス

(図-1)の実証実験を計画し、平成 29 年度は全国 13 箇所

で実証実験を実施した 1)2)。 

 

 

図-1 自動運転サービス実証実験のイメージ 

 

平成 30 年度は、前年度に実施した実験箇所のうち 4

箇所で 1～2 ヶ月間の長期実験を行うとともに、新たに

5箇所で 1週間程度の短期実験を行っている。 

 

2. 既往研究と本研究の位置づけ 
 

自動運転については、ここ数年で急速に実験が拡大

し様々な実験が行われている。その中で、社会受容性に

ついては、いくつかの既往研究が存在する 3)4)。 

その一方で、実際の自動運転の走行の状況から、ど

のようなことが課題となり自動運転が継続出来なかった

のかといったことを、道路構造や周辺環境と併せて分析

した研究は無い。 

本研究では、路上駐車などの走路上の障害物による手

動介入やセンサ検知、悪天候などによるセンサの機能低

下など自動運転の継続が困難となった事象を、ドライバ

ーへのヒアリング、ドライブレコーダー、運行日報から

取得し、それらの事象について、沿道環境や道路構造な
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どの関係する要因と発生した理由について特定し、それ

らに対する対応案を提案する。 

対応案の採用により手動介入の数を減らすことができ

れば、スムーズな自動運転走行の早期の実現に寄与する

ことができる。 

 

3.  実験概要 
 

(1) 実験概要 

 平成29年度の実験では、全国13箇所で実験を行った。

概ねどの地域も約１週間の実験を行っている(図-2)。5箇

所については、技術的課題を検討するための地域指定型

として国交省より指定を行い、残りの8箇所については、

ビジネスモデルを検証する地域として公募を行った上で、

選定を行っている。 

こい

やまかわししょ

あしきた

おくえいげんじ けいりゅう さと

さとあしきたぐん あしきたまち

ひがしおうみし たてはたちょう

とちぎし にしかたまち

ひたちおおたし

みよしし

いいしぐん いいなんちょう

島根県飯石郡飯南町
（道の駅 赤来高原）
（ 11/11～11/17 ）

栃木県栃木市西方町
（道の駅 にしかた）

（ 9/2～9/7 ）

茨城県常陸太田市
（道の駅 ひたちおおた）

（ 11/18～11/25 ）

熊本県葦北郡芦北町
（道の駅 芦北でこぽん）

( 9/30～10/7 ) 滋賀県東近江市蓼畑町
（道の駅 奥永源寺 渓流の里）

( 11/11～11/17 )

あかぎこうげん

徳島県三好市
（道の駅 にしいや・かずら橋夢舞台）

( 12/3～12/9 )

富山県南砺市
（道の駅 たいら）

（ 11/26～11/30 ）

秋田県北秋田郡上小阿仁村
（道の駅 かみこあに）

（ 12/3～12/10 ）

きたあきたぐん かみこあにむら

なんとし

ばしゆめぶたい

こい くぼ

北海道広尾郡大樹町
（道の駅 コスモール大樹）

（ 12/10～12/17 ）

ひろおぐん たいきちょう

たいき

主に技術的な検証
を実施する箇所

主にビジネスモデ
ルを検討する箇所

ビジネスモデルの更なる具体
化に向けてフィージビリティス
タディを行う箇所（机上検討）

：FS箇所：地域指定型 ：公募型

（５箇所） （８箇所）
（５箇所）

長野県伊那市
（道の駅 南アルプスむら長谷）

（ 2/10～2/16 ）

いなし

はせ

福岡県みやま市
（みやま市役所 山川支所）

（ 2/17～2/24 ）

山形県東置賜郡高畠町
（道の駅 たかはた）

（ 2/25～3/4 ）

ひがしおきたまぐん たかはたまち

にいみし

岡山県新見市
（道の駅 鯉が窪）
（ 3/10～3/16 ）

 

図-2 全国の実験地域 

 

(2) 実験車両 

本実証実験において使用した自動運転車両は、図-3の

4車両である。平成29年度に、本実験に使用することを

前提として公募し、４車両が選定されている。乗車人員、

車両サイズ、航続距離、地域環境等を考慮し、各実験地

域に適した車両を使用している。 

 

「路車連携型」技術

埋設された電磁誘導線か
らの磁力を感知して、既定
ルートを走行
定員： ７人

速度： 自動時 12km/h 程度
手動時 20 km/h未満

バスタイプ 乗用車タイプ

①株式会社ディー・エヌ・エー ③ヤマハ発動機株式会社

②先進モビリティ株式会社 ④アイサンテクノロジー株式会社

「車両自律型」技術

GPS、IMUにより自車位置を
特定し、規定のルートを走行
（点群データを事前取得）

定員： 6人（着席）

（立席含め10名程度）
速度： 10km/h程度

（最大：40km/h）

「路車連携型」技術

GPSと磁気マーカ及びジャイ

ロセンサにより自車位置を特
定して、既定のルートを走行

定員： 20人

速度： 35 km/h 程度
（最大40 km/h）

「車両自律型」技術

事前に作製した高精度３次
元地図を用い、LｉDAR（光を
用いたレーダー）で周囲を検
知しながら規定ルートを走行
定員： 4人

速度： 40km/h 程度
（最大50 km/h）  

図-3 実験に用いた車両 

 

４車両では、自動走行のための自己位置特定手法とそ

のためのセンサが異なっており、①（株）ディー・エ

ヌ・エーと②先進モビリティ（磁気マーカー敷設区間以

外）は高精度のGPSで自己位置特定を行っており、②先

進モビリティ（磁気マーカー敷設区間）と③ヤマハ発動

機（株）は舗装面に埋設した磁気マーカーや誘導線の磁

力を検知して自己位置を特定している。また、④アイサ

ンテクノロジーは、事前に取得した高精度3次元地図と

LIDAR（レーザースキャナーセンサ）とを照合して自己

位置の特定を行う。 

 
(3) 手動介入データ等の取得 

図-3に示す４車両は、あらかじめセットされた軌跡通

りに走行を行うが、路上駐車など走路上に障害物がある

場合には、センサで検知を行い停止する。 

走路上の障害物の自動での回避は、その障害物を人工

知能等を用いて適切に認識し（人なのか、自転車なのか、

落下物なのか等）、対向車線にはみ出す場合には対向車

線の安全も確認した上で、適切な余裕を確保しつつ回避

する必要があり、極めて高度な技術であることから、現

在は世界的に開発途上である。このため、繰り返しにな

るが、図-3の4車両は走行軌跡を変更しての回避行動は

行わない。 

今回は公道を使用した実験であるため、安全確保のた

めドライバーが乗車している。路上駐車など走路障害物

の回避や、後述するすれ違いなど自動運転が対応出来な

い状況になった場合には、モニターも乗車していること

から、運行のスムーズさを確保するためドライバーが介

入動作（以下、この動作を「手動介入」という）を行っ

ている。 

いずれの車両も、自動運転中に人間が介入を行うと自

動運転が解除され、人間の操作が優先される。これをオ

ーバーライド機能といい、公道での自動運転実験に必要

な機能として「自動走行システムに関する公道実証実験

のためのガイドライン（警察庁）」に定められている。 

今回の実験では、手動介入が発生した時間や場所と理

由について、運行日報やドライバーへのヒアリング、車

載ドライブレコーダーの映像等と照合することで、把握

を行った。また、天候等の要因によりセンサ機能の低下

し、自動運転の継続が出来なかった事象も併せて取得し

ている。 

  

4. 実験結果  

  

(1) 手動介入等の総数の内訳 

13箇所の総走行距離は、2200kmである。ただし、開始

式の試乗などのイベントを除いた実験としての走行距離

は、1740kmである。それらの走行について、手動介入

及びセンサ検知による自動走行が継続出来なくなった事

象の内訳を図-4に示す。 
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総計で、1046回の手動介入等の事象が発生した。こ

「その他」で示す事象については、以下のような道路側

での対応が難しいものを区分している。 

その他に区分したもの 

・運転手の操作ミス 

・チューニングの改良で解決するもの（動かない構造

物をセンサで検知など） 

・システムの誤動作 

・交差点等で強引な運転をする車の回避 

・緊急車両の発生 

・雪道でのスリップ 等 

 

単路
56%

交差点
5%

道の駅等

駐車場
5%

その他
34%

N=1,046

路上駐車の回避
17%

対向車との
すれ違い 7%

自転車・歩行者
の回避 7%

GPS等の自己位置
特定不具合

12%

除雪した路側の
雪の検知

5%

雑草等の
センサ検知

5%

交差点の右折
待ち,道譲り

5%

駐車車両
の回避
4%

歩行者の
回避 0%

後続車による
追い越し

2%

(N＝183回)

(N＝75回)

(N＝68回)

(N＝23回)

 

図-4 手動介入とセンサ能力低下事象の発生状況 

 

(1) 道路構造・沿道環境要因等の要因による手動介入 

手動介入で最も多かったのが、路上駐車の回避による

ものである。沿道状況ごとの10km走行あたりの発生回

数を比較したものが図-5である。また、その代表的な発

生状況を図-6に示す。 

1.8 

0.2  0.2 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

人家連担部 山間部 田畑

（回/10ｋｍ）

（169回/183回） （9回/183回） （5回/183回）

（１８３回）

 

図-5 沿道状況毎の路上駐車の手動介入発生状況 

 

進⾏⽅向
 

図-6 走路上の路上駐車 

 

路上駐車の発生は、沿道状況の要因によるところが大

きく、人家連坦部での発生が多い。 

次に、歩行者や二輪車の回避のための10km走行あた

りの手動介入等の発生状況を図-7に示す。その代表的な

発生状況を図-8に示す。 

0 

0.5  0.6 

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

歩
道
有

路
肩
有

路
肩
無

1車線

（６８回）（回/10ｋｍ）

（0回/68回） （28回/68回）（17回/68回）  

 図-7 走路上の歩行者の回避のための手動介入発生

状況 

 

（みやま市役所山川支所）
 

図-8 走路上の歩行者の回避のための手動介入 

図-7を見ると、歩道がきちんと整理されている道路は、

歩行者等の回避による手動介入は発生していない。歩行

者と自動運転車の走行空間の分離の必要性を示している

と考えられる。 

 

(2) 混在交通による手動介入 

自動運転車は一般的に走行速度が低い。これは、セン

サの性能の限界、実験であることを踏まえた安全確保を

行っているからである。結果として、一般車両との速度

差が発生し、後続車の滞留や、無理な追い越しが発生す
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る場合があった。その状況を図-9に示す。 

 

（道の駅芦北でこぽん）  
図-9 速度差による後続車の追い越し 

 

 狭隘な道路では、対向車が来てすれ違う際に、「お先

にどうぞ」といったコミュニケーションや道を譲るとい

う行為が発生し、自動運転での対応が難しい(図-10)。 

また、同様に狭隘な交差点でも、行き先の方向の道路の

車が先に交差点に出てこないと、自らが進めないという

状況が発生する(図-11)。 

 

進⾏⽅向

（道の駅芦北でこぽん）  

図-10 すれ違いによる手動介入 

 

進⾏⽅向
 

図-11 狭隘な交差点による手動介入 

 

 また、道の駅の駐車場という人の往来が多い箇所では、

自ずとその回避のための手動介入が発生している。その

状況を図-12で示す。 

進⾏⽅向
 

図-12 道の駅内駐車場内の歩行者の回避のための手動

介入 

 

 (3) 道路管理上の課題による 手動介入 

 沿道の民地等からの走路上への植栽の繁茂や、道路脇

への除雪により幅員が狭くなり車両センサが障害物とし

て検知して、走行停止や手動運転で回避する場合があっ

た。その10km走行あたりの発生状況を図-13に示す。ま

た、植栽の繁茂による手動介入を図-14に、道路脇の雪

による手動介入を図-15に示す。 

いずれも、２車線の道路より、１車線の方が発生頻度

が多くなっている。これは、自動運転のスムーズな運行

には、適切な幅員の確保の必要性や、適切な管理レベル

の必要性を示していると考えられる。 

（回/10ｋｍ）

0.6

0.03

0.5

0.1

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

１車線 ２車線 １車線 ２車線

植栽 積雪

（５５回）

 

図-13 植栽や積雪による手動介入の発生状況 

植栽を障害物と検知し停止 進⾏⽅向
 

図-14 植栽の障害物としての検知 
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図-15 積雪による手動介入（本来は２車線道路） 

 

(4) センサ機能の低下による手動介入 

「3.(2)実験車両」にて、記載しているが、高精度の

GPS(RTK-GPS)やLIDARを用いて自己位置特定を行って

いる車両を使用して実験している。 

高精度GPSは、は、GPS信号の衛星補足数の低下や高

精度測位の為の補完情報の遅延によって位置測位精度が

低下する。この10km走行あたりの発生回数を図-16に示

す。山間部では、樹木の葉等がGPS信号を遮蔽し、人家

連坦部では建物が斜め情報のGPS信号を遮蔽したと考え

られる。 

 

（回/10ｋｍ）

1.4

1.7

0.5

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

人家連担部 山間部 その他

（橋梁直下）

図-16 高精度GPS測位低下の発生状況 

 

 LIDARは、雪や霧の場合には性能の低下を起こす。雪

の中のレーザースキャナーのセンシングの状況を、図-

17に示す。図-17の右側のセンシング画面の白い点は、

雪の粒を検知しており、これが増えてくると周辺のセン

シングに不具合を起こす。 

いずれにせよ、測位精度の低下は自動運転にとっては

致命的であり、補完的な位置特定手法が必要であること

を示している。 

 
図-17 降雪時のLIDARのセンシング状況 

 

路面上に誘導線や磁気マーカーを埋設し、路面からの

磁力を元に自己位置の特定を行う車両は、降雪時や悪天

候時にも自己位置の特定ができた。 

 

5. 円滑な走行のための対応策の提案 

 

このような手動介入の状況を踏まえ、円滑な自動運転

車の走行には以下の様な対策が必要であると考えられる。 

 

(1) 自動運転の為の走行空間の確保 

図-4に示すとおり、路上駐車や歩行者の回避のための

手動介入の数は多い。このためには、自動運転の走行空

間を明示して、路上駐車や歩行者の発生を抑えるような

工夫が必要である。イメージを図-18に示す。 

また、すれ違いの発生を防ぐためには、一方通行化な

どの方策も考えられる。一方通行化を行うことにより、

横断構成にも余裕が生まれ、歩行者と自動運転車の走行

空間の分離も容易となる。 

 

図-18 走行空間確保の例 

 

(2) 待避所等の設定 

一般車と自動運転車との速度差による追い越し等を防

ぐには、待避スペースの設置が考えられる。退避スペー

スを設置することにより、その場所を用いて後続の車に
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追い越しをしてもらうことが可能になる。既存の待避所

を活用した後続車への道譲りの状況を図-19で示す。 

 

 

図-19 待避場での後続車追い越し 

 

(3) 自動運転に適した道路管理レベルの確保 

図-12～図13に示すような沿道の民地等からの植栽や、

道路脇への除雪については、地元とも協力し、自動運転

を考慮した道路管理レベルの設定や、除雪や積雪時を考

慮した走行位置の設定が必要と考えられる。特に、除雪

については、費用もかかることから、沿道の住民との協

力が不可欠である。 

 

(4) 自己位置特定のための路車連携設備の必要性 

自動運転車の自己位置の特定を手法として、現状では、

電磁誘導線を使う、高精度のGPSを使う、高精度３次元

地図を用いるというものが用いられている(図-20)。 

手法 電磁誘導線等 高精度ＧＰＳ 高精度３次元地図

車両

位置特定

課題

〇施設の整備・管理 〇ＧＰＳ測位精度の低下
・山間部等地理的要因
・トンネル部等構造的要因

〇気象変化によりセンサー性能の低下
○高精度地図の整備・精度の維持

・ＧＣＰ等(※3)の精度の維持
・地物位置の更新

電磁誘導線

電⼦基準点等
からの補正情報（※1）

衛星（Ｘ、Ｙ、Ｚ）

カメラ等センサーで
取得した情報

位置の特定位置の特定

基準点（Ｘ，Ｙ、Ｚ）

相対位置（※2）

位置の特定

地物の
合わせ込み

絶対位置 ⾼精度３次元地図

(※1)慣性計測装置(ＩＭＵ)
を⽤いて補正する⽅法もある (※2)絶対位置表現も可能

磁気マーカー

(※3)GCP: Ground Control Point  

図-20 自動運転の事項位置特定の手法 

 

4.(4)で示したとおり、山間部やトンネルなどGPS信号

が届きにくい地域やでは、高精度GPSは用いることがで

きない。また、雨や霧等の悪天候の際には、センサ機能

が低下するため高精度３次元地図とのマッチングが難し

くなる。 

このため、特に地方部のGPS等の通信環境が悪い地域

や、悪天候で自動運転を行おうとした場合には、本実験

で用いた電磁誘導線等の路側からの位置情報提供の支援

が必要となる。 

 

6. おわりに 

 

本研究では、平成29年度に実施した実証実験のデータ

を分析し、手動介入から道路構造や一般車両との速度差、

道路管理など、自動運転サービスの社会実装に向けた技

術的課題と対応を整理した。 

今後は、対策の試行や長期的に実験を行った平成30年

度の実証実験のデータを分析し、中山間地域におけるモ

ビリティを確保するため、自動運転車が円滑に走行する

ための道路空間の確保や地域との連携を含めた道路管理

等、自動運転の社会実装に向けた検討を進めていきたい。 
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